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平成２３年度当初予算（案）の概要 

 
 

○ 昨年１０月に公表した「政策財政運営の基本方針」に基づき，主要政策や政策課題に重点的

に配分。また，財政再生団体への転落回避を達成しつつ，将来負担の軽減にも努め，持続可能

な財政運営を念頭に編成 

 

○ 歳入では，法人事業税，法人県民税の法人二税の持ち直しなどにより，県税収入は２,２４０

億円，対前年度比６.６％の増となるが，リーマン・ショック以前の水準には回復せず 

 

○ 歳出では，社会保障関係費が増大する中，「政策財政運営の基本方針」に基づき，多様な雇用

対策や農林水産業の競争力強化などの「県民生活を支える雇用の創出」，子育て支援や学力向上

などの「次世代の育成」，介護基盤整備や地域医療充実などの「安心できる生活環境の確保」，

新たに導入するみやぎ環境税を活用し，経済・社会の持続的発展を環境保全の両立を目指す「持

続的な社会の基盤づくり」などの取組に重点的に配分 

 

○ 一般会計については，平成２３年度から新たに導入するみやぎ環境税活用事業の新設や順調

な企業進出に伴う企業立地奨励金の増加，社会保障関係費の大幅な増加といった要因がある一

方で，国直轄事業をはじめとした公共事業の減少や中小企業の資金需要減に合わせた制度資金

融資枠の縮小などにより，全体で前年度並みとなったもの 

 

 

  ＜当初予算案の規模＞                      （単位：百万円，％）  

 平成２２年度 平成２３年度 増減率 

一 般 会 計 ８３９,６３５ ８４０,０３４ ０.０ 

特 別 会 計 ２３６,７０４ ２２４,９６９ ▲ ５.０ 

準公営企業会計 ２１,１８６ ２４,１６７ １４.１ 

公営企業会計 ６１,５３１ ２８,４７０ ▲５３.７ 

計 １,１５９,０５６ １,１１７,６４０ ▲ ３.６ 

 

資料３ 



（１）「富県宮城」関連主要事業 ※網掛けの取組は，「みやぎ発展税」を活用(一部活用を含む）する事業である。

担当部局 予算額（千円）

経済商工
観光部等

1,730,000

経済商工
観光部

100,000

経済商工
観光部

1,600,000

企画部 30,000

経済商工
観光部

400,000

経済商工
観光部

60,000

経済商工
観光部

28,000

経済商工
観光部

11,300

経済商工
観光部

12,100

経済商工
観光部

143,118

企画部 9,400

農林水産部 7,875

農林水産部 13,976

農林水産部 130,908

農林水産部 2,000

経済商工
観光部

5,900

経済商工
観光部

4,400

経済商工
観光部

1,900

教育庁 3,000

経済商工
観光部

23,500

平成２３年度当初予算（案）における「富県宮城」関連主要事業と「みやぎ発展税」

１ 育成・誘致による県内製造業の集積促進

２ 観光資源，知的資産を活用した商業・サービス産業の強化

３ 地域経済を支える農林水産業の競争力強化

５ 産業競争力の強化に向けた条件整備

みやぎクラフトマン２１事業

高度産業人材育成センター運営事業

県産農林水産物の新たなブランド確立と販売
促進に向けた支援

工業高校等で企業OBなどによる実践指導によ
り，ものづくり産業を支える人材の育成

外資系企業県内投資促進事業

県内に工場等を新設または増設した企業への
奨励金

H19年度までの立地決定等企業への奨励金

H20年度以降の立地決定等企業への奨励金

平成20年度以降の開発系ＩＴ企業等への立地
奨励金

市町村が行うオーダーメイド型工場用地造成事
業等に対する無利子等貸付金

自動車・高度電子機械産業の担い手として大
学生等の高度産業人材を育成

「富県共創」の理念に沿った経済団体等の取組
を促進する「富県創出モデル事業」等

海外ミッション派遣や多様なニーズに対応した
モニターツアーの実施，受入体制の整備

誘客促進の取組やレストハウス等の再整備，
観光施設整備のための融資枠の確保

アグリビジネスの経営に取り組む人材や企業
の育成，施設整備の支援

高度電子機械産業集積促進事業（人材育成含む）

企業立地促進法関連産業集積促進事業

自動車関連産業特別支援事業（人材育成含む）
誘致企業とのマッチングや技術力向上を支援
し，誘致企業と地元企業との取引を拡大

半導体製造装置等4分野への市場参入を支援
し，誘致企業と地元企業との取引を拡大

業務獲得を目指す県内IT企業による派遣OJT
の支援等

県産食材の普及拡大に向けた情報発信サイト
の創設等

前浜魚のすり身と県産米粉を活用した新しい練
り製品の開発

アグリビジネス新展開支援事業

県産食材地域イメージ確立推進事業

新みやぎの練りづくり推進事業

みやぎ企業立地奨励金

情報通信関連企業立地促進奨励金

ロシアとの経済交流促進事業
現地展示会等への出展支援など，ロシアビジネ
ス拡大に対する支援

企業立地促進奨励金

企業立地奨励金

富県創出県民総力事業

外国人観光客誘致関連事業

栗駒山麓観光再生支援事業

みやぎIT市場獲得支援・形成促進事業

県産ブランド品確立支援事業

取組区分と事業名 事業内容

４ アジアに開かれた広域経済圏の形成

東アジアとの経済交流促進事業 上海，大連等での商談会開催

産学官の有機的な連携によるマッチング支援
等を実施
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担当部局 予算額（千円）取組区分と事業名 事業内容

経済商工
観光部等

83,361,422

土木部 1,565,838

総務部等 7,252,865

経済商工
観光部

46,000

経済商工
観光部

320,000

企画部等 2,801,346

（２）「みやぎ発展税」活用施策（富県宮城推進基金充当事業）の概要
（単位：千円）

事業数 事業費
うち基金
充当額

事業数 事業費
うち基金
充当額

企業集積促進 5 2,061,673 2,049,973 6 1,367,012 677,508

中小企業技術高度化支援 4 68,900 66,554 5 96,400 93,992

人づくり支援 5 38,600 38,600 7 79,906 51,720

地域産業振興促進 9 294,947 232,140 9 327,338 206,075

計 23 2,464,120 2,387,267 27 1,870,656 1,029,295

災害に対応する産業活動
基盤の強化

3 248,410 167,510 3 818,764 132,765

防災体制の整備 4 56,200 29,800 6 282,900 252,307

計 7 304,610 197,310 9 1,101,664 385,072

30 2,768,730 2,584,577 36 2,972,320 1,414,367

（３）富県宮城推進基金の概要
（単位：千円）

※「みやぎ発展税」の税収は，まず富県宮城推進基金に積み立てて，その後当該基金から一般会計繰入金として活用事業に充当

基金充当額 2,584,577 1,414,367

平成23年度
当初予算

平成22年度
当初予算

基金積立額 2,849,890 2,170,000

平成23年度当初予算 平成22年度当初予算

活用項目

産業
振興
パッ
ケー
ジ

震災
対策
パッ
ケー
ジ

合計

６ その他（雇用の創出等）

仙台塩釜港仙台港区整備事業

緊急雇用創出事業臨時特例基金事業

地域における安定した雇用の機会創出（雇用
期間 原則1年以上）

うち新規高卒者就職総合支援事業

うち学卒未就職者支援事業

ふるさと雇用再生特別基金事業

県内中小企業者，農業者等への融資枠を確保
し，事業資金調達の円滑化を支援

中小企業経営安定資金貸付金等

県内外企業の求人開拓や情報収集・提供等に
より，新規高卒者の就職を支援

学卒未就職者の就業機会を創出し，研修と勤
務先企業でのOJTで人材を育成

一時的な雇用・就業機会の創出，求職者総合
支援センターによる相談等の支援体制整備

仙台塩釜港高砂コンテナターミナル拡張の整
備促進等
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